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2015年5月31日

2015年新春号

  日本創成会議が1年前の５月に発表した「消滅可能性都市」のインパクトは小規模自治体に厳しい
選択を迫っている。一つは統合、 合併を選択せざるをえない「諦め」か、もう一つは地方創生関連予算
への「期待」の道か、あるいは平成の大合併に逆らい自立の道を選択 し、住民自治を貫こうとするかで
す。また大規模自治体においても住民自治とどのように地域づくりを効果的にすすめればいいのか、
従来 の手法ではない新しい工夫したやりかたを模索していかなければならない。             渡辺　勝範
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